
台風中心位置の72時間先の予報誤差* を、H22年までにH17年と比べ
約20％改善し、260㎞にする。 * 当該年を含む過去3年間の平均

72時間予報の誤差は予報技術の改善を代表する。
24時間予報、48時間予報の改善状況も合わせて示す。

台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

260km(H22年）

323km(H17年）

（目標値）
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（3年平均）

22年目標
（3年平均）

・災害による被害の軽減

・効果的、効率的な防災対策

299km(Ｈ18年)
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台風情報の充実・改善

H19年４月から開始

24時間先までの3時間刻みの台風予報

温帯低気圧に変わりつつある台風に関する情報の提供

暴風に対する警戒を喚起

きめ細かな台風予報による効率的な防災対応を促進

平成１８年 台風第１８号に関する情報 第１３２号 （位置）
平成１８年９月８日９時５０分 気象庁予報部発表

（見出し）
大型の台風第１８号は、積丹半島の北東海上にあって、
温帯低気圧の性質を持ちつつ、勢力を更に発達させながら、
北東へ進んでいます。
この台風は、８日昼すぎには
稚内市付近へ達する見込みです。
東北北部から北海道東部にかけての広い範囲で暴風への警戒が必要です。
（本文）
大型の台風第１８号は、８日９時には、積丹半島の ・・・・・・

平成１８年 台風第１８号に関する情報 第１３２号 （位置）
平成１８年９月８日９時５０分 気象庁予報部発表

（見出し）
台風第１8号は温帯低気圧に変わりました。
（本文）
台風第１８号は８日９時に温帯低気圧に変わりました。
中心は積丹半島の北東海上の北緯43度40分 ・・・・・・
・・・・・・

これをもって台風第１８号に関する情報は終了します。
なお、台風から変わった低気圧の周辺では引続き暴風への警戒が必要です。
今後は海上警報等を利用して警戒して下さい。

【２】



２時間先の１時間雨量予測値の精度の改善

大雨警報のための雨量予測精度大雨警報のための雨量予測精度

評価のための指標：

2時間先の1時間雨量の予測値と実況値の比率
対象とする事象は、20km格子で平均した予測値と実況
値の合計が20mm以上の降水とする。また、年の変動を
緩和するため3年間の平均値とする。

短時間強雨による土砂災害・水害対策等の防災活動に寄与

平成１６年．．．．．平成１８年．．．．．．．．．．．平成２１年

０．５４

０．６０

２時間先：
適切なリードタイムの確保

20km格子：
ほぼ二次細分区の広さに対応

20mm以上：
ほぼ大雨注意報基準に対応 強い降水の予測の雨量比率
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豪雪地域における大雪予測精度の改善

・防災体制

平成１８年豪雪（消防庁調べ：18年4月17日現在）
死傷者 1,243人 住宅被害 4,661棟

大雪に関する情報の改善

△▼地方気象台発表

◎◆地域に今夜９時から次の日朝９時までの１２時間にXcmの降雪が予想される。

※精度指標：12時間降水量の実測値と予測値の比の全国平均 （0≦指標≦1 実測値と予報値が一致した場合のみ１）
目標値：平成22年度 0.65 （実績： 平成17年度 0.61、平成18年度0.62）

・人員手配 ・機材の準備 ・交通及びライフライン確保

近年、雪害が増加傾向にある。
→ 大雪予測に基づく適時、適切な
雪害対策が必要。
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都道府県と共同で実施する洪水予報

気象台 都道府県

河川状況の監視／ 予測気象状況の監視／予測

都道府県知事が管理する中小の河川（都道府県管理河川）に
ついても洪水予報を実施できるよう水防法及び気象業務法を
改正（平成13年6月）

洪水予報

各年度毎の新規実施状況

平成１４年度 ５河川（３県）

平成１５年度 １２河川（５府県）

平成１６年度 １５河川（１１道

府県）

平成１７年度 ２０河川（９府県）

平成１８年度 １６河川（１２府

県）

累計 ６８河川（２８道府県）

地図上に示した河川において、区間
を指定して洪水予報を行っている。
（平成１９年３月３１日現在）

洪水災害の軽減に資するため、都道府県と連携し、洪水予報を拡充する。
平成18年度末には28道府県で指定河川洪水予報業務を実施している。
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大雨警報を発表している時、土砂災害の危険が

一層高まった場合に、都道府県と気象台が共同で
市町村名を明示して発表する情報。国土交通省河
川局砂防部と気象庁予報部による連携施策。

平成19年度末までに、全国の都道府県で実施する。

土砂災害対策のための防災気象情報の改善土砂災害対策のための防災気象情報の改善

土砂災害警戒情報の運用拡大

土砂災害警戒情報

山梨県平成19年3月30日

岩手県、福岡県、大分県平成19年3月 1日

宮崎県平成18年9月11日

大阪府、山形県、広島県、長崎県平成18年9月 1日

島根県平成18年6月 1日

沖縄県平成18年4月28日

鹿児島県平成17年9月 1日

都道府県発表開始時期

平成18年度実績

平成19年度目標

11府県で開始
運用府県12に
11府県で開始
運用府県12に
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火山名（大文字）：平成19年３月末現在で「火
山活動度レベル」 （※）を導
入している12火山

火山名（小文字）：今後、「噴火警戒レベル」
（※）の導入を予定している
火山

分かりやすい火山情報の提供

（※）今後、防災対応とレベルの関係を明確化した「噴火警戒レベル」を導入する。現行の「火山活動度レベル」
が導入されている12火山については、平成19年11月を目途に「噴火警戒レベル」を導入するとともに、同時
に「火山活動度レベル」を廃止する。

【７】



現行の火山活動度レベ
ル（主として噴火規模に
より区分）

火
山
観
測
情
報

臨
時
火
山
情
報

緊
急
火
山
情
報

登山者・入山者等への対応(※1)住民等の行動(※1)火山の状況

特になし（状況に応じて火口内へ
の立入規制等）

火山活動は静穏。
火山活動の状態によって、火口
内で火山灰の噴出等が見られる
（この範囲に入った場合には生
命に危険が及ぶ）。

レベル１
（平常）

火口周辺への立入規制等
（状況に応じて火口周辺の規制
範囲を判断）

通常の生活

火山活動はやや活発。
火口周辺に影響を及ぼす（この
範囲に入った場合には生命に危
険が及ぶ）噴火の発生、あるい
は発生が予想される。

レベル２
（火口周辺注意）

登山・入山規制等危険な地域へ
の立入規制等（状況に応じて規
制範囲を判断）

通常の生活（今後の火山
活動の推移に注意）。状
況に応じて災害時要援
護者の避難準備等

火山活動は活発。
居住地域の近くまで重大な影響
を及ぼす（この範囲に入った場
合には生命に危険が及ぶ）噴火
の発生、あるいは発生が予想さ
れる。

レベル３
（注意）

警戒が必要な居住地域
(※2)での避難の準備、
災害時要援護者の避難
等が必要（状況に応じて
対象地域を判断）

居住地域に重大な被害を及ぼす
噴火が発生すると予想される（可
能性が高まってきている）。

レベル４
（避難準備）

危険な居住地域(※2)か
らの避難等が必要（状況
に応じて対象地域や方
法等を判断）

居住地域に重大な被害を及ぼす
噴火が発生、あるいは切迫して
いる状態にある。

レベル５
（避難）

説 明噴火警戒
レベル

分かりやすい火山情報の提供（火山情報の改善 ～噴火警戒レベルの導入～）

０

１

２

３

４

５

やや活発な火山活
動
火山活動の状態を見守って
いく必要がある

長期間火山の活動
の兆候がない

静穏な火山活動
噴火の兆候はない

小～中規模噴火活
動等
火山活動に十分注意する
必要がある

中～大規模噴火活
動等
火口から離れた地域にも影
響の可能性があり、警戒が
必要

極めて大規模な噴
火活動等
広域で警戒が必要

火
山
観
測
情
報

臨
時
火
山
情
報

緊
急
火
山
情
報

避難行動等の防災対応
を踏まえて区分し、キー
ワードを設定

統
合

※1：住民等の主な行動と登山者・入山者への対応には、代表的なものを記載。
※2：避難または避難準備の対象として地域防災計画等に定められた地域。ただし、火山活動の状況によって具体的な対象地域はあらかじめ定められた地域とは
異なることがある。
注：表で記載している「火口」は、噴火が想定される火口あるいはそれらが出現しうる領域（火口出現領域）を意味する。伊豆東部火山群のように、あらかじめ噴火
場所（地域）を特定できないものは、地震活動域を火口領域と想定して対応。

噴火警戒レベルは、火山活動の状況について、噴火時等にとるべき防災対応を踏まえて区分
したもので、この活用にあたっては以下の点に留意する必要がある。
・火山の状況によっては、異常が観測されずに噴火する場合もあり、レベルの発表が必ずし
も段階を追って順番通りになるとは限らない（下がるときも同様）。
・各レベルで想定する火山活動の状況及び噴火時等の防災対応に係る対象地域や具体的な対
応方法は、地域により異なる。
・降雨時の土石流等レベル表の対象外の現象についても注意が必要であり、その場合には大
雨情報等他の情報にも注意する必要がある。

現在 今後
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企業・工場

生産設備の被害軽減、作業者の安全確保

家庭における安全確保

防災関係機関

迅速な災害対応、住民の安全確保

緊急地震速報発表

気象庁

交通機関、エレベータ等

緊急停止による危険回避

平成18年８月１日
から先行提供開始

現時点で混乱なく有効に活用できる分野

テレビ･ラジオでの放送

十分な周知･広報を行
うなど、利用にあたっ
ての環境を整えてから
提供を開始
（平成19年10月１日予定）

震源の近くで
地震波を観測

緊急地震速報の段階的な提供

集客施設における安全確保

【９】



ケーブル式海底地震計整備

局舎

ケーブル式海底地震計

ケーブル式海底地震計の設置イメージ

水晶式水圧計

水晶式温度計

3式海底津波計装置

速度型地震計3成分
加速度型地震計3成分

5式海底地震計装置

一式の構成概要設置数海底機器

○平成20年度に設置予定

南海地震の
想定震源域

東南海地震の
想定震源域

東海地震の
想定震源域

東海・東南海・南海地震に備え、想定震源域近傍の海域に「緊急地震速報」に対応
した新たなケーブル式海底地震計を平成17年度から４ヵ年計画で整備

計画

○平成17～18年度
海底地震計装置、海底津波計装置の製作
（終了）
ケーブルカップリング部、海底中継装置、
シーアース、カップリング向上治具、ケーブル
終端装置、高圧給電装置の製作（終了）

○平成19年度
海底ケーブル、陸上部機器の製作
陸上部のケーブル敷設

計画（ケーブル式海底地震計）

既設地震計

【１０】



県

防災情報提供システム
（中枢システム）

（気象台システム）
H19.3運用開始

防災気象情報の活用機会の拡大防災気象情報の活用機会の拡大

○○市大雨警報発表中

都道府県防災情報ネットワーク等

消防庁

全国瞬時警報システム

（J-ALERT）

気象台

◎インターネット、衛星通信などを活用し、
市町村の担当者などが防災気象情報を共有

◎市町村向けコンテンツの充実（自主開発）

台風・集中豪雨等による
気象災害の防止・軽減

○市 △町 △村 ○△消防署

インターネット

防災対応の判断に資する
詳細な気象情報

東京、大阪

専用線

【１１】



パイロット

管制官

平成１７年実績

７６％

７０％

目標７９％

目標７３％
風速

風向

予 報 精 度 向 上

追い風・向かい風の強さ、横風の強さ

１８

３６

航空機の安全運航のために

飛行場での風の予測は非常に重要!!

飛行場予報の精度（飛行場の風向・風速予報の適中率）＊

風向・風速に基づく使用滑走路の決定風向・風速に基づく使用滑走路の決定

＊ここでいう適中率とは、

風向：風速が10kt以上の事象に対して、風向
の予報値が観測値の±３０度以内に入る割合

風速：風速の観測値が15kt以上の事象に対
して、風速の予測値が観測値の±5kt以内に入
る割合

全国主要８空港とは、新千歳、仙台、成田、羽

田、中部、関西、福岡、那覇

実績および目標値はこれらの8空港の平均値

全国主要８空港で適中率の向上を図る

平成２２年までに
達成平成１８年

７５％

７１％
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沿岸波浪情報の充実・改善

沿岸を対象にした波浪解析・予測の開発
（平成18年度）
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2
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9月7日0時 11時 22時 9時 20時

波
高
(m
)

0

2

4

6

8
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14

16

10月19日12時 23時 10時 21時 8時

波
高
(m
)

詳細な地形を反
映した情報
高頻度での提供

○△市沖

●×市沖

○解析に有効な波浪
観測データの収集
及び品質管理

○観測データを有効
に利用する解析技
術の開発

○沿岸の地形効果の
影響を表現可能な
高解像度モデルの
開発

沿岸波浪情報の充実
（平成19年度以降）

○△
市

●×
市

関係省庁・地方自治体等、国民

実況監視に役
立つ任意地点
の時間変化
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地球温暖化による地球温暖化による異常気象リスクマップ異常気象リスクマップの作成の作成

異常気象や地球温暖化に関連する対策に利用可能な情報として、全国51地点の過去
100年以上にわたる観測データによる極端な大雨の頻度に関する情報等を作成し、関
係機関および一般ユーザーへの提供を開始した。

全国51地点における過去
100年以上の日降水量データ

利用データ

大雨・少雨に関するリスクマップの作成

100年に1回の大雨
（日降水量、51地点）

開発作業

47662 東京

0
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1901 1921 1941 1961 1981 2001年

mm

≧1.0mm ≧10.0mm ≧30.0mm ≧50.0mm ≧70.0mm
≧

100.0mm

統計期間
1979～
2000

1979～
2000

1979～
2000

1979～
2000

1979～
2000

1979～
2000

1979～
2000

資料年数 22 22 22 22 22 22 22
1月 42.6 4.7 1.6 0.3 0 0 0
2月 60.5 6.1 2 0.4 0.2 0 0
3月 121.3 11 4.6 1 0.1 0 0
4月 122.6 10.7 4.3 0.9 0.2 0.2 0
5月 122.5 10.5 4.2 1 0.4 0.1 0
6月 165.4 12.5 5.4 1.4 0.4 0.1 0
7月 178.9 12.2 5.1 1.8 0.7 0.2 0.1
8月 177 10.4 3.9 1.5 0.9 0.5 0.3
9月 220.4 13 5.8 1.7 0.9 0.5 0.2
10月 156 9.9 4.3 1.5 0.6 0.4 0.1
11月 91.5 7.5 2.8 0.8 0.2 0.1 0.1
12月 32 4 1.3 0.2 0 0 0
年 1490.8 112.6 45.4 12.5 4.7 2.3 0.9

要素

降水量(mm)

合計
各階級の日数

全国約1300地点のアメダス
平年値（1979-2000年統計）

51地点における
再現期間等の推定

100年に1回等の日降水量の
推定手法（極値統計）の検討

10年に1回の少雨
（年降水量、アメダス）

「異常気象リスクマップ

（平成18年度版）」を気
象庁ホームページで公

表

「異常気象リスクマップ

（平成18年度版）」を気
象庁ホームページで公

表

成果物の提供
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異常天候早期警戒情報の提供

管区気象台・地方予報中枢

概ね一週間先から二週間先の一週間において、極端な高温または低温の発生の可能性予測

↓

可能性が一定程度高まった場合、異常天候早期警戒情報を発表

ユーザー（農業、保健、産業、一般市民）の天候リスクの軽減

平成19年3月より、農業やエネルギーなどに関わる機関に提供開始（試行）。
提供機関の意見等を踏まえて、情報の内容等について改善

→ 平成20年3月本運用開始（ホームページ等を通じて公表）

○○地方 異常天候早期警戒情報
平成□年□月□日 ○○管区気象台発表

低温に注意

□月□日頃からの約一週間、 ○○地方の７日間平

均気温がかなり低く（平年差が－２℃以下）なる可能

性が３０%以上となる見込みです。農作物の管理や

健康管理等に注意して下さい。

今後の気象情報に注意してください。
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地球全体の大気を対象とした数値予報モデルの２日後の予測誤差を、22
年度までに約20%改善する。（※）

数値予報モデルの精度数値予報モデルの精度

物理過程の改良

※500hPa高度の変動は、日々の天気に重要
な高気圧や低気圧の移動や発達・衰弱に大
きく影響することから、数値予報モデルの精
度を測る主要指標として広く用いられている。

・短期予報改善
・台風進路予報改善

数値予報の結果から作成する予想
天気図や気温などの予測データは
日々の天気予報に不可欠。

スーパーコンピュータ

数値予報の実施

数値予報モデル開発・改良

時間

気温

予報作業

高解像度化・高速化 新規観測衛星データ
利用

地形をより細かく
考慮

打ち上げ予定の
極軌道気象衛星

雲・降水・熱・放射・境界層過程の精密化

予想天気図
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国際的な津波早期警戒システムの構築の支援

北西太平洋津波情報の発表領域を南シナ海へ拡大

インド洋における津波早期警戒システム構築までの暫定的な津波監視情報の提供

インド洋沿岸国への津波予報の作成、発表及び伝達に係る知見の提供

太平洋津波警報センター（ハワイ）

気象庁 インド洋

北西太平洋南シナ海

情報発表領域

海外の地震観測データ

海外の潮位観測データ

・ＵＮＥＳＣＯ／ＩＯＣによる国際会議への職員への派遣
・ＪＩＣＡ等が行う研修への講師としての参画
・各国からの見学、研修生の受け入れ

情報交換

研 修 見 学 国際会議

津波情報

沿岸２６か国

沿岸１１か国
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気象庁からの気象情報の流れの概要

一

般

国

民

（
財
）
気
象
業
務
支
援
セ
ン
タ
ー

企業等の顧客

報道機関・

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等

気象庁

予報・警報資料

観測データ等

地震・津波・火山情報

技術資料

民間の気象事業者
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